
益子町の里山風景と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例施行規則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、益子町の里山風景と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例（令

和２年条例第２８号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

（近隣関係者等の範囲） 

第３条 条例第２条第７号の規則で定める範囲は、次の表の左欄の区分に応じ、それぞれ同

表右欄に定めるとおりとする。 

事業区域の面積 近隣関係者等の範囲 

10,000㎡未満 事業区域の境界から５０ｍ以内 

10,000㎡以上 事業区域の境界から１００ｍ以内 

（費用の積立て） 

第４条 条例第６条第１項の規定により積み立てる費用は、電気事業者による再生可能エネ

ルギー電気の調達に関する特別措置法施行規則（平成２４年経済産業省令第４６号）第５

条第１項第６号の規定により提供した太陽光発電設備の設置に要した費用の額の１００分

の５以上の額とする。 

（設置抑制区域） 

第５条 条例第７条第２項の規則で定める区域は、別表１に掲げる区域とする。 

（計画書の提出） 

第６条 条例第８条第１項の規定で定める計画書は、太陽光発電設備設置計画書（様式第１

号）によるものとする。 

２ 条例第８条第２項各号に規定する書類は、次に掲げる様式により提出するものとする。 

（1）事業区域等状況調書（様式第２号） 

（2）近隣関係者等に対する説明報告書（様式第３号） 

（協議終了の通知） 

第７条 条例第９条第１項の規定による通知は、協議終了通知書（様式第４号）によるもの

とする。 

（協定の締結） 

第８条 条例第１０条第１項の太陽光発電設備の運用並びに災害時及び廃止後の措置に関す

る協定には、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（1）発電設備の維持及び管理に関する事項 

（2）環境の保全及び公害の防止に関する事項 

（3）発電設備の災害時及び廃止後の措置に関する事項 

（4）その他町長が必要と認める事項 

（工事着手届出書） 

第９条 条例第１１条の規定による届出には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 



（1）位置図 

（2）工程表 

（3）土砂等の流出、第三者の侵入防止等の安全対策が分かる図書 

（4）工程写真（工事を完了した場合の届出に限る。） 

（5）その他町長が必要と認める書類 

２ 前項第３号の安全対策は、次に掲げる事項を遵守するものとする。 

（1）事業区域内の雨水その他の地表水を排除することができるよう必要な排水設備が設置

されていること。 

（2）排水設備の構造が下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第８条第２号、第３

号及び第８号から第１０号までに掲げる基準を満たすものであること。 

（3）擁壁を設置する場合は、宅地造成等規制法施行令（昭和３７年政令第１６号）第６条

第１項に掲げる基準を満たす方法で設置されていること。 

（4）下水道、排水路、河川その他の排水設備の放流先の排水能力に応じて必要がある場合

は、一時雨水等を貯留する調整池その他の設備が設置されていること。 

（5）その他町長が必要と認めるもの 

（運用開始等の届出書） 

第１０条 条例第１２条の規則による届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。 

（1）電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（平成２３年法

律第１０８号）第２条第５項の特定契約に係る契約書の写し（運用を開始し、又は再

開する場合の届出に限る。） 

（2）発電設備の保守点検に係る契約書の写し（運用を開始し、又は再開する場合の届出に

限る。） 

（3）発電設備の廃止後の措置に係る書類（運用を廃止する場合に限る。） 

（4）その他町長が必要と認める書類 

（協議内容の変更） 

第１１条 条例第１５条第１項ただし書の規則に定める軽微なものは、次のとおりとする。 

（1）事業区域の縮小 

（2）発電設備の出力の縮小 

（3）前２号に掲げるもののほか、町長が軽微な変更と認めるもの 

（地位の承継の届出） 

第１２条 条例第１６条の規定による届出には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（1）設置事業者及び発電事業者の地位を承継した事実を証する書類 

（2）設置事業者及び発電事業者の地位を承継した者の住民票の写し（対象設置者の地位を

承継した者が法人である場合にあっては、法人の登記事項証明書）及び印鑑登録証明

書 

（3）発電設備の保守点検に係る契約書の写し 

（4）その他町長が必要と認める書類 



（発電事業終了時の適正処分等） 

第１３条 条例第１７条で規定する発電設備等の処分等は、次に掲げる事項とする。 

(1) 発電設備を速やかに撤去すること。 

(2) 発電設備の再使用又は再生利用に努め、廃棄物の発生を抑制すること。 

(3) 発電設備の撤去により発生した廃棄物について、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和４５年法律第１３７号）その他関係法令等に従い、適正に処分を行うこと。 

(4) 事業区域であった土地について、修景、整地その他の景観上又は防災上必要な措置を

行うこと。 

（報告の徴収） 

第１４条 条例第１８条第１項の規定による報告徴収は、状況等報告要求書（様式第９号）

により行うものとする。 

２ 条例第１８条第２項の規定による報告は、状況等報告書（様式第１０号）によるものと

する。 

（設置事業者等に関する情報の掲示等） 

第１５条 条例第１９条の規定による掲示は、次に掲げる事項を記載した太陽光発電事業者

等に関する情報（様式第１１号）の看板を設置することにより行うものとする。 

（1）事業区域の所在地及び面積 

（2）設置事業者、発電事業者の名称及び連絡先 

（3）緊急時の連絡先 

（4）太陽光発電設備の総発電出力 

（5）前各号に掲げるもののほか、町長が特に必要と認める事項 

２ 設置事業者は、前項の看板に記載した事項に変更が生じた場合で、条例第１５条第１項

本文の規定による協議が終了したとき又は同項ただし書の規則に定める軽微なものに係る

変更を行ったときは、当該看板に記載した事項を速やかに訂正しなければならない。 

（立入検査員証） 

第１６条 条例第２０条第２項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第１２号）に定め

るものとする。 

（指導、助言又は勧告に係る書面） 

第１７条 条例第２１条の指導又は助言は、指導・助言通知書（様式第１３号）により行う

ものとする。 

２ 条例第２２条第１項の勧告は、勧告書（様式第１４号）により行うものとする。 

（公表） 

第１８条 条例第２２条第２項の規定による公表は、町ホームページに掲載して行うものと

する。 

（委任） 

第１９条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 



この規則は、令和３年１月１日から施行する。 

 

別表１ 

設置抑制区域 根拠法令等 

鳥獣保護区 

鳥獣特別保護地区 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律第

28条第 1項及び第 29条第 1項 

地域森林計画の森林の区域 森林法第 5条第 2項第 1号 

県立自然公園 栃木県自然公園条例（昭和 33 年栃木県条例第 11 号）第

4条第 1項 

絶滅のおそれのある野生動植

物の生息地等保護区 

絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律

（平成 4年法律第 75号）第 36条第 1項 

農用地区域 農業振興地域の整備に関する法律（昭和 49 年法律第 58

号）第 8条第 2項第 1号 

土砂災害警戒区域 

土砂災害特別警戒区域 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律（平成 12 年法律第 57 号）第 7 条第 1 項及び

第 9条第 1項 

砂防指定地 砂防法（明治 30年法律第 29号）第 2条 

急傾斜地崩壊危険区域 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和 44

年法律第 57号）第 3条第 1号 

地すべり防止区域 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）第 3 条第 1

項 

河川区域 

河川保全区域 

河川法（昭和 39年法律第 167号）第 6条第 1項及び第 54

条第 1項 

重要文化財（建造物） 

国指定史跡名勝天然記念物の

指定地（仮指定地を含む） 

文化財保護法（昭和 25年法律第 214号）第 27条、第 109

条第 1項及び第 110条第 1項 

県指定有形文化財（建造物） 

県指定史跡名勝天然記念物の

指定地 

栃木県文化財保護条例（昭和 38 年栃木県条例第 20 号）

第 4条第 1項及び第 36条第 1項 

町指定有形文化財（建造物） 

町指定史跡名勝天然記念物の

指定地 

益子町文化財保護条例（昭和 51 年条例第 24 号）第 4 条

第 1項及び第 36条第 1項 

日本遺産として認定されたス

トーリーの構成要素に係る地

域 

条例第 7条第 1項第 3号 

益子町ランドスケープ計画の

構成要素に係る区域 

条例第 7条第 1項第 4号 



 


